
【資料３】

基本
方針

目的
経営戦略事業

（小施策）
担当課 目 標 事業 取組み内容 2021年度 2022年度 2023年度

3ヵ年の
進捗状況

3ヵ年の状況や評価 今後の課題
課題の解決に向けて

今後取り組むべきこと、必要なこと

目標

①整備延長
L=2.5ｋｍ

②合併処理浄化槽への
切替え基数

20基

①整備延長
L=2.5ｋｍ

②合併処理浄化槽への
切替え基数

20基

①整備延長
L=2.2km

②合併処理浄化槽への
切替え基数

16基

実績

①整備延長
Ｌ=1.7ｋm
水洗化率
99.4％

②合併処理浄化槽への
切替え基数

15基

①整備延長
Ｌ=1.7ｋm
水洗化率
99.45％

②合併処理浄化槽への
切替え基数

0基

①整備延長
Ｌ=1.5ｋm
水洗化率
99.5%

②合併処理浄化槽への
切替え基数

3基

目標

汚水管接続件数
10件

（供用開始から３年以上経過
している家屋）

汚水管接続件数
30件

（供用開始から３年以上経過
している家屋）

汚水管接続件数
30件

（供用開始から３年以上経過
している家屋）

実績

汚水管接続件数
51件

　（供用開始から３年以上経
過している家屋）

汚水管接続件数
36件

（供用開始から３年以上経過
している家屋）

汚水管接続件数
17件

（供用開始から３年以上経過
している家屋）

目標
管清掃延長

4.08km以下
管清掃延長

4.00km以下
管清掃延長

3.92km以下

実績
管清掃延長
1.68km

管清掃延長
3.26km

管清掃延長
3.5km

目標 －
高効率散気装置

導入率33％
高効率散気装置

導入率39％

実績 －
高効率散気装置

導入率33％
高効率散気装置

導入率39％

目標

①水路調査延長
35km

②管理図書作成
水路台帳の作成

水路点検延長
12km

実績

①水路調査延長
35km

②管理図書作成
完了

水路台帳作成完了
水路点検延長

１６ｋｍ

3ヵ年の進捗状況
◎・・・計画以上に進んでいる
〇・・・計画どおり
△・・・遅れている

2023年度末時点で約1,300件の未
接続家屋があり、普及啓発活動によっ
て下水道接続済みの家屋は徐々に増え
ているものの、2026年度末までに水
洗化率100％という目標に対し、接続
件数の延びは不十分である。

△
汚水管未接続家屋への訪問及び
文書郵送により、普及啓発活動を
実施する。

未接続家屋への汚水管接
続の指導

下水道整備課

油脂点検調査を基に油脂の付着が多い
管渠付近の飲食店などを抽出し、店舗
訪問を行い、グリーストラップの適正な
維持管理方法を周知した。
さらに、新規に開業した飲食店などに
対しても店舗訪問を行い、グリースト
ラップの適正な維持管理方法を周知し
た。
上記取組みの結果、3ヵ年とも目標値
以内を達成した。

〇

飲食店などを訪問し、グリースト
ラップの点検、清掃などの適正な
維持管理方法を周知していき、油
脂を起因とした詰まりによる管清
掃延長を減らす。

〇

鶴見川クリーンセンター散気装置の交
換は、予定通り、2池の交換が完了し、
目標の高効率散気装置導入率39％を
達成した。

〇

管理図書と水路台帳を作成し、これを
現状把握の資料として活用している。
さらに、効率的かつ効果的な維持管理
を推進するため、水路修繕計画策定を
目指している。そのための具体的な手
段として、水路点検要領を策定し、それ
に基づく点検を行っている。
上記取組みにより３ヵ年とも目標を達
成した。

高度処理施設の導入には多額の
予算が必要で、施設の耐用年数に
至っておらず導入には長い期間が
必要である。そのため、高度処理
施設への改築までの間、既存施設
に高効率の散気装置を導入し、
2030年度末までに導入率89％
を目指す。

下水道管理課
水路などの維持管理の推
進

市内の水路について現状を把握し
効率的かつ効果的な維持管理を
推進するため、位置や構造、境界
などの基本的な情報を明記した管
理図書の作成を2021年度末まで
に行う。作成した管理図書を活用
し水路の計画的な修繕や水路の維
持管理に取組む。

高効率散気装置の導入

「未来につなぐ下水道事業プラン」（町田市下水道事業経営戦略）3ヵ年の進捗状況と評価結果を踏まえた今後の課題

(1)

住
環
境
の
改
善

①下水処理水の
水質向上

高効率散気装置
導入率89％

①汚水管整備事業

①「町田市公共用水域水質改善
10ヶ年計画」に基づき、市街化区
域の汚水管未整備地区（都市計画
道路未整備箇所、私道など）の整
備を実施し、2026年度末までに
水洗化率100％を目指す。

②「町田市公共用水域水質改善
10ヶ年計画」に基づき、市街化調
整区域の汚水管整備及び合併処
理浄化槽への切り替え促進を実施
し、2026年度末までに水洗化率
100％を目指す。

①市街化区域の未整備地
区の汚水管整備

②市街化調整区域の汚水
管整備と合併処理浄化槽
への切り替え促進を併用
した汚水処理の推進

下水道整備課

水洗化率
100％

（2026年度末）

下水道管理課

③グリーストラップ
の適正な維持管理

方法の周知

水再生センター

グリーストラップの適正な
維持管理方法の周知

②未接続家屋への
汚水管接続の
普及啓発指導

管清掃延長
（緊急）

0.52km削減

①道路整備関連事業においては、道路
管理者との調整会議への参加や個別ヒ
アリングにより、用地取得状況や道路工
事スケジュールの最新情報を得なが
ら、汚水管整備事業を計画的に進める
必要がある。
私道など単独の汚水管整備において
は、事業実施路線等における占用関連
手続きや、接続対象建物所有者の公共
下水道切替え意思確認を工事実施の前
年度に完了させ、優先順位をつけなが
ら事業を進める必要がある。

②引き続き、補助金を活用した合併処
理浄化槽への転換を進めるとともに、
既存の単独処理浄化槽の情報を積極的
に収集し、啓発活動の効果を見極めて
いく必要がある。

悪臭発生や水質悪化の恐れのある、く
み取便所や単独処理浄化槽を使用して
いる世帯を優先して、公共下水道汚水
管への接続を啓発する必要がある。供
用開始からの時間経過により、現在の
建物所有者が接続義務を十分理解して
いないことも考えられるため、登記や
住民の異動状況も考慮に入れ、効果的
な周知を行う必要がある。

今後も継続して飲食店に対してグリー
ストラップの適正な維持管理方法の周
知を行い、管清掃延長の増加を防ぐこ
とに努める。

劣化状況等に応じて計画的に高効率散
気装置を導入していく。

点検結果に基づいた修繕計画を策定
し、優先度の高い箇所から計画的に修
繕を行う。

△

①汚水幹線及び枝線の整備について
は、道路整備事業における用地取得進
捗状況の影響を受け、下水道工事に着
手できなかったことや、私道所有者の
工事に関する合意形成が難航している
ことなどに伴い、目標としていた延長
に達していない。

②2022年度に公共下水道事業計画区
域が拡大し、補助対象となる浄化槽基
数及びくみ取り便槽が減少した影響を
受け、補助金を活用した合併処理浄化
槽の転換は、目標を大きく下回り、停滞
している状況である。

①道路整備関連事業においては、道路
整備の進捗を見極めた、下水道工事時
期の設定が課題である。
私道など単独の汚水管整備において
は、関連する土地や建物の所有者・権利
者との調整に時間を要し、事業がス
ムーズに進まないことが課題である。

②現在残っている補助対象地域におい
ては、家屋の承継人や後継者がいない
ことから、多大な費用を必要とする新
たな設備投資に消極的な世帯が多く、
補助金が十分活用されていないことが
課題である。

公共用水域に雑排水が流出するくみ取
便所や単独処理浄化槽を使用している
世帯に、公共下水道汚水管への接続を
促し、住環境のさらなる改善を進める
ことが課題である。

管清掃延長は目標値以内を達成してい
る。しかし、管清掃延長は増加傾向にあ
るため、飲食店などのグリーストラップ
を適正に維持管理してもらうことが必
要である。

今後交換を予定している散気装置の中
に、劣化が著しいものがあるため、状況
に応じて計画の前倒し等を検討する必
要がある。

早期に計画的な修繕を開始するため、
引続き対象水路の点検を行い、点検結
果に基づいた修繕計画を策定する必要
がある。

(2)
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【資料３】

基本
方針

目的
経営戦略事業

（小施策）
担当課 目 標 事業 取組み内容 2021年度 2022年度 2023年度

3ヵ年の
進捗状況

3ヵ年の状況や評価 今後の課題
課題の解決に向けて

今後取り組むべきこと、必要なこと

3ヵ年の進捗状況
◎・・・計画以上に進んでいる
〇・・・計画どおり
△・・・遅れている

「未来につなぐ下水道事業プラン」（町田市下水道事業経営戦略）3ヵ年の進捗状況と評価結果を踏まえた今後の課題

目標

浄化槽維持管理費補助制度
対象者への適切な維持管理

の啓発・指導

浄化槽維持管理費補助制度
対象者への適切な維持管理

の啓発・指導

浄化槽維持管理費補助制度
対象者の制度利用率

60％

実績

浄化槽維持管理費補助制度
対象者の制度利用率

46.4％
（710/1531）

浄化槽維持管理費補助制度
対象者の制度利用率

47.2％
（692/1466）

浄化槽維持管理費補助制度
対象者の制度利用率

45.6％
（646/1416）

目標

基準排出量より
2020～2024年度
平均で、２５％削減

基準排出量より
2020～2024年度
平均で、２５％削減

基準排出量より
2020～2024年度
平均で、25％削減

実績

基準排出量からの
削減率
29.0％

基準排出量からの
削減率
52.9％

基準排出量からの
削減率
５５％

目標
再資源化率

98.5％
再資源化率

98.5％
再資源化率

98.5%

実績
再資源化率

99.2％
再資源化率

97.8％
再資源化率

99.8％

目標
整備箇所数
3箇所

整備箇所数
2箇所

整備箇所数
3箇所

実績
整備箇所数
３箇所

整備箇所数
0箇所

整備箇所数
２箇所

目標
①境川の早期整備を要望

②鶴見川の整備状況の確認
①境川の早期整備を要望

②鶴見川の整備状況の確認
①境川の早期整備を要望

②鶴見川の整備状況の確認

実績

①境川の整備状況の確認及
び早期整備の要望実施

②鶴見川の整備状況の確認
実施

①境川の整備状況の確認及
び早期整備の実施要望

②鶴見川の整備状況の確認
実施

①境川の整備状況の確認及
び早期整備の実施要望

②鶴見川の整備状況の確認
実施

目標 雨水浸透設備設置促進 雨水浸透設備設置促進
雨水浸透設備設置

補助件数
10件

実績

補助件数
８件

要綱改正完了
（３月２４日）

補助件数
9件

補助件数
11件

個人住宅に対する雨水浸透設備設
置について助成（雨水浸透設備事
業補助金制度）し、雨水浸透設備
の整備促進を図る。

雨水浸透設備事業補助金
制度の促進

下水道管理課

広報まちだやホームページの周知に加
えて、町内会や自治会の掲示板にも情
報を掲示し、市民への周知の機会を増
やした。
上記取組みの結果、3ヵ年とも概ね目
標値を達成した。

〇

〇

運転の効率化による消費
電力や燃料の低減

二酸化炭素削減の取組み

第3計画期間
（2024年度末）

5ヵ年平均
25％減

3ヵ年を通じて両河川の各協議会に参
加するとともに、河川管理者へ河川整
備の促進を働きかけ浸水対策の促進に
寄与した。
2022年度からは、津久井治水セン
ター、管理区間沿線の町内会・自治会と
境川の管理に関する意見交換会に参画
し、情報共有に努めた。

下水道経営総務課
河川管理者、流域自治体
との連携・協力

境川及び鶴見川の流域関係自治
体として、各協議会へ参加すると
ともに、河川管理者へ河川整備の
促進を働きかけることで浸水対策
の促進に寄与する。引き続き、河
川管理者や流域自治体との連携を
図る。

効果的な浸水対策を実施していく
ため、過去の浸水履歴から抽出し
た対策箇所（22箇所）を優先に浸
水対策を進めていく。また、浸水
履歴の変動などによる対策箇所の
見直しを必要に応じて検討し、実
状に即した浸水対策を図る。

浸水履歴を考慮した雨水
管整備

下水道整備課

他企業埋設管等の支障移設に時間を要
したことで事業が遅延し、年度計画ど
おりに工事が完了しておらず、目標値
に達していない。

△

各廃棄物を適切に再資源
化できる委託先との契約

各廃棄物を適切に再資源化できる
委託先と契約することにより、さ
らなる再資源化率の向上を図る。

△

三大義務の実施者への利用促進と未実
施者への啓発活動により、各年度とも
一定の利用率を確保してはいるが、目
標値には届いていない。

下水道整備課
浄化槽の適切な維持管理
指導

①下水処理水の
水質向上

高効率散気装置
導入率89％

浄化槽の適正な維持管理の実施
を推進し、浄化槽放流水の水質向
上を図るため、浄化槽法で定めら
れた三大義務（保守点検・清掃・法
定検査）の実施者への浄化槽維持
管理費補助制度の利用促進と、未
実施者への啓発活動に取組む。

啓発活動の工夫及び申請方法の見直し
を行う必要がある。
他自治体の取組み状況を調査し、目標
値の見直しを行う必要がある。
補助制度の利用者増加に備え、財源確
保のため、国や都に対し、浄化槽の維持
管理に係る補助制度の創設を要望して
いく必要がある。

LED照明や高効率機器の導入を進め
る。

焼却灰について再資源化100％を達
成したあとも、他の使い道がないかの
検討を行う。

(3)

地
球
温
暖
化
対
策
と
資
源
の
循
環
利
用

2026年度から鶴見川クリーンセ
ンターの焼却炉を高温焼却対応型
で大幅に電力の削減が可能な次
世代型の焼却炉とする。

成瀬クリーンセンターでは、焼却炉
の改築更新に併せて高温焼却対
応型焼却炉を2015年度から導入
し、温室効果ガスの削減を行って
いる。鶴見川クリーンセンターでは
2026年度から高温焼却対応型
とする予定である。

整備箇所数
22箇所

①浸水対策事業

水再生センター
①温室効果ガスの

削減

鶴見川クリーンセンターでは、町田市バ
イオエネルギーセンターで発電したCO
２排出量が少ない電力を利用すること
でCO２を削減し、東京都が算定した基
準排出量（※）からの削減率55％を達
成した。
鶴見川クリーンセンター汚泥焼却設備
更新工事は、予定通り、撤去工事を完
了し、機器製作を実施した。

※都民の健康と安全を確保する環境
に関する条例（通称環境確保条例）の大
規模事業所への温室効果ガス排出総量
削減義務と排出量取引制度において各
事業所ごとに算定された温室効果ガス
排出量

◎

3ヵ年平均で再資源化率98.9％とな
り、目標を達成している。

〇
②エネルギー・資源

の有効利用
水再生センター

再資源化率
99.5％

現在、一定の利用率は確保できている
が、まだ目標と実績の間には差が存在
している。そのため、啓発活動の強化、
申請方法の見直し、目標値設定の再評
価といった業務改善が重要な課題であ
る。

電気使用量を削減するため、消費電力
が少ない機器への更新を検討する。

下水道法第21条では「発生汚泥等が燃
料又は肥料として再生利用されるよう
努めなければならない。」と規定されて
おり、建設資材へのリサイクルにとどま
らず、燃料化または肥料化に努めてい
く必要がある。

他企業埋設管の支障移設を他企業に依
頼する場合、移設先企業における設計
から移設完了までのスケジュールを考
慮し、入念な事前調整を行う必要があ
る。
特に、重要な埋設管の場合は移設完了
まで複数年を要す場合もあることか
ら、移設依頼先企業とスケジュール調
整を早い段階から密に行うとともに、
移設進捗状況を常に把握し、雨水管整
備工事への影響を防ぐ必要がある。

境川については引き続き東京都、神奈
川県へ河川整備の促進を働きかける。

今後も継続して、効率的かつ効果的な
周知活動を行い、雨水浸透設備事業補
助金制度の活用を促進することに努め
る。

大口径の雨水管整備を行う際、道路内
既設の埋設管移設を他企業に依頼する
にあたり、移設時期や移設方法の調整
に要す時間を短縮し、下水道工事の遅
れを防ぐことが課題である。

河川管理者へ河川整備の促進を働きか
けているが進んでいない区間がある。

3年間とも概ね目標値を達成したが、さ
らに浸水対策を推進するためには、雨
水浸透設備事業補助金制度の活用を促
進する必要がある。

(2)
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【資料３】

基本
方針

目的
経営戦略事業

（小施策）
担当課 目 標 事業 取組み内容 2021年度 2022年度 2023年度

3ヵ年の
進捗状況

3ヵ年の状況や評価 今後の課題
課題の解決に向けて

今後取り組むべきこと、必要なこと

3ヵ年の進捗状況
◎・・・計画以上に進んでいる
〇・・・計画どおり
△・・・遅れている

「未来につなぐ下水道事業プラン」（町田市下水道事業経営戦略）3ヵ年の進捗状況と評価結果を踏まえた今後の課題

目標
水のう袋を配布し自助を啓

発する
水のう袋を配布し自助を啓

発する
水のう袋を配布し自助を啓

発する

実績
水のう袋の配布（自助啓発）

を実施
水のう袋の配布（自助啓発）

を実施
水のう袋の配布

（自助啓発）を実施

目標
豪雨前のパトロールの実施

2回
豪雨前のパトロールの実施

2回
豪雨前のパトロールの実施

2回

実績
豪雨前のパトロールの実施

３回
豪雨前のパトロールの実施

４回
豪雨前のパトロールの実施

4回

目標
訓練実施回数

1回
訓練実施回数

2回
訓練実施回数

2回

実績
訓練実施回数

2回
訓練実施回数

３回
訓練実施回数

2回

目標
耐震化率64.7％
（現状値：64.5％）

耐震化率72.4％
（現状値:64.7％）

耐震化率72.4％
（現状値:72.4％）

実績
耐震化率
64.7％

耐震化率72.4％ 耐震化率72.4％

目標

耐震化率
鶴見川CC21.9％
（現状値：21.9％）

耐震化率
鶴見川CC21.9％
（現状値:21.9％）

耐震化率
鶴見川CC21.9％
（現状値:21.9％）

実績

耐震化率
鶴見川CC
21.9％

耐震化率
鶴見川CC
21.9％

耐震化率
鶴見川CC
21.9％

目標
耐震化率
100%

耐震化率
100%

（目標達成済）

耐震化率
100%

（目標達成済）

実績

耐震化率
100％

（目標達成済）

耐震化率
100％

（目標達成済）

耐震化率
100％

（目標達成済）

重要な幹線等の汚水管の耐震化
を実施する。耐震化は、2021年
度に完了する予定である。

汚水管の耐震化

汚水管の重要な
幹線等の耐震化

率100%
（2021年度末）

下水道整備課③汚水管の耐震化

鶴見川クリーンセンター・
ポンプ場の耐震化

2021年度より鶴見川クリーンセ
ンター、鶴川ポンプ場の耐震診断
に着手する。鶴見川クリーンセン
ターは2032年度、鶴川ポンプ場
は2029年度に耐震化が完了す
る予定である。

「町田市下水道総合地震対策計画
（第Ⅲ期）2020～2024年度」に
基づき耐震化を進める。2020年
度末で成瀬クリーンセンターの耐
震化対象建物の総延べ床面積に
対する耐震化率は64.7％であ
り、2032年度に耐震化完了予定
である。

成瀬クリーンセンターの耐
震化

耐震化率
81.5%

水再生センター
①成瀬クリーンセン

ターの耐震化

汚水管の重要な幹線等は、耐震化率
100％となり事業を完了した。

〇

2022年度に沈砂池ポンプ棟地下部の
耐震化が完了し、目標の耐震化率
72.4%を達成した。
さらに次の目標81.5%に向け、汚泥処
理棟の耐震化に着手した。

〇

〇

鶴見川クリーンセンター及び鶴川ポン
プ場は、目標達成に向け全ての施設の
耐震診断が完了した。
耐震診断した全ての施設において耐震
補強が必要との結果となった。

②鶴見川クリーンセ
ンター・鶴川ポンプ

場の耐震化
水再生センター

耐震化率
鶴見川ＣＣ
71.2%

鶴川ポンプ場
100%

〇

3ヵ年を通じて下水道BCM部会を定期
的に開催し、災害時対応について職員
の習熟度を深めることができた。
水害が発生した場合でも、下水道が果
たすべき機能を速やかに、かつ高レベ
ルで確保するため、部内で訓練や研修
を実施した。
部会や訓練を通して下水道BCP（水害
編）が適切な内容であることを確認し
た。

②下水道事業継続
計画（水害編）の
運用管理及び
訓練の実施

下水道部全課
人命を守る
犠牲者ゼロ

下水道事業継続計画（水害
編）の運用管理及び訓練の
実施

「下水道BCP策定マニュアル
2019年度（地震・津波・水害編）」
に基づき、町田市下水道事業継続
計画（下水道BCP）（水害編）を作
成し、下水道BCM部会を中心に
下水道BCP（水害編）の運用及び
訓練を実施することで計画の実効
性を高める。

〇

水のう袋と啓発パンフレットの配布及
び下水道通信などで情報発信すること
で、浸水対策に対する自助・共助意識の
向上を図った。

下水道部全課
自助を啓発する広報や情
報提供の充実

豪雨の際は過去の水害発生箇所
を考慮した広報活動を行う。また、
他部署と連携し、自助・共助意識の
向上を図る。

過去に被害が生じた箇所や危険予
想箇所などについて、道路部と協
力して市内の排水施設の事前点検
パトロールを実施し、道路側溝や
水路にあるスクリーンのごみや落
ち葉の除去を行っている。

豪雨前のパトロールの実
施

下水道部全課

目標値の２回/年より多い回数のパト
ロールを実施した。点検時に水路や道
路側溝等のスクリーンから落ち葉やゴ
ミを取り除く等の清掃を行うことで、排
水の詰まり等を予防し、浸水対策として
十分な効果をあげた。

〇

整備箇所数
22箇所

①浸水対策事業

耐震化事業は、処理場の運転に支障が
ないように工事を行う必要がある。
また、多額の費用が生じるため、最適な
工法を選定し、優先順位を決めて耐震
補強工事を実施する必要がある。

耐震化事業は、処理場の運転に支障が
ないように工事を行う必要がある。
また、多額の費用が生じるため、最適な
工法を選定し、優先順位を決めて耐震
補強工事を実施する必要がある。

―

―

冠水履歴をふまえて定期的にパトロー
ル箇所を見直すことで効率的かつ効果
的なパトロールを実施する。

訓練のやり方や新たな訓練メニューを
検討し底上げの必要がある。

運転に支障がないように耐震補強工事
が実施できるよう、処理設備への影響
を最小限にするため、補強箇所および
施工手順等を考慮した、町田市下水道
総合地震対策計画(第Ⅳ期)を策定し、
耐震補強工事を円滑に実施する。

運転に支障がないように耐震補強工事
が実施できるよう、処理設備への影響
を最小限にするため、補強箇所および
施工手順等を考慮した、町田市下水道
総合地震対策計画(第Ⅳ期)を策定し、
耐震補強工事を円滑に実施する。

―

―

年々、豪雨の発生回数や降雨量が増え
ており、道路などの冠水箇所も増加し
ている。

職員一人ひとりの下水道BCP（水害
編）に対する習熟度レベルは一定程度
深まってきているが、訓練を行うことで
計画の実効性を高めることが必要であ
る。
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【資料３】

基本
方針

目的
経営戦略事業

（小施策）
担当課 目 標 事業 取組み内容 2021年度 2022年度 2023年度

3ヵ年の
進捗状況

3ヵ年の状況や評価 今後の課題
課題の解決に向けて

今後取り組むべきこと、必要なこと

3ヵ年の進捗状況
◎・・・計画以上に進んでいる
〇・・・計画どおり
△・・・遅れている

「未来につなぐ下水道事業プラン」（町田市下水道事業経営戦略）3ヵ年の進捗状況と評価結果を踏まえた今後の課題

目標 耐震診断実施 耐震診断実施
耐震診断実施
L=3.1ｋｍ

実績
累計耐震診断延長

Ｌ=1.1ｋｍ
累計耐震診断延長

Ｌ=5.4ｋｍ
累計耐震診断延長

Ｌ=8.1ｋｍ

目標
整備済み避難施設数

49施設
整備済み避難施設数

55施設
整備済み避難施設数

59施設

実績
整備済み避難施設数

４９施設
整備済み避難施設数

55施設
整備済み避難施設数

5９施設

目標
訓練実施回数

2回
訓練実施回数

1回
訓練実施回数

2回

実績
訓練実施回数

2回
訓練実施回数

2回
訓練実施回数

2回

目標

下水処理施設の
詳細調査件数

15件

下水処理施設の
詳細調査件数

１０件以上

下水処理施設の
詳細調査件数

１０件以上

実績

下水処理施設の
詳細調査件数

１５件

下水処理施設の
詳細調査件数

１０件

下水処理施設の
詳細調査件数

１０件

目標
調査延長
54km

調査延長
54km

調査延長
54km

実績
調査延長
54km

調査延長
54km

調査延長
54km

目標
点検箇所
25箇所

点検箇所
28箇所

点検箇所
27箇所

実績
点検箇所
25箇所

点検箇所
28箇所

点検箇所
2７箇所

計画どおりに定期点検が順調に進捗し
ている。
２０２１年度は０件、２０２２年度は０件、
２０２３年度は４件の修繕対応箇所を発
見した。

〇
②腐食環境下にあ
る下水道管の点検

下水道管理課
点検箇所数
294箇所

腐食環境下にある下水道
管の点検の実施

2015年度の下水道法改正で、下
水道管の適正な維持管理に関する
内容（特に硫化水素などによる腐
食箇所の点検）の事業計画への記
述が義務付けられました。下水道
管の腐食が予測される箇所では、
法令を順守し、定期的な点検によ
り機能を維持します。

目標どおり３ヵ年で合計３５件達成した
ことにより、施設の健全度が予定通り
判明してきており、効率的・効果的な維
持管理をするためのデータ収集・蓄積
ができた。

〇

〇

計画どおり点検・調査が順調に進捗し
ている。
健全と判定された管渠の割合は８８％
で、点検・調査計画を策定したときの予
測値の８０％を上回ったことから、当初
の想定よりも管渠の状態が健全である
ことが判明した。

下水道管理課 管渠の点検・調査の実施

2019年度に「町田市ストックマネ
ジメント計画」の実施方針の見直
しを行い、点検・調査計画を策定し
ました。2020〜2039年度の期
間、リスクの高い管渠から優先的
に、年54～56ｋｍの「面的」な点
検・調査（スクリーニング）を実施し
ます。

①状態監視保全の
維持管理

1)下水処理施
設の詳細調査件
数100 件以上

2)下水道管の
点検・調査延長

542km

設備状態を重要度順に調査し、計
画的な改築更新、修繕により、緊
急発生する大規模な費用を抑制す
る。2020年度末の状態監視保全
の対象資産は、成瀬クリーンセン
ター13分類、鶴見川クリーンセン
ター11分類、鶴川ポンプ場5分類
（中分類単位）である。

下水処理場、ポンプ場の詳
細調査の実施

水再生センター

当初計画では、71箇所全ての避難施設
にマンホールトイレを整備する予定であ
り、２０２３年度までに５９箇所で整備が
完了している。未整備施設のうち、都立
高校においては学校建替え等にあわせ
て東京都が整備を検討することとな
り、未整備の小学校においては、学校再
編に伴う建替えにあわせ整備する方針
となった。

〇

〇

3ヵ年を通じて下水道BCM部会を定期
的に開催し、災害時対応について職員
の習熟度を深めることができた。
地震が発生した場合でも、下水道が果
たすべき機能を速やかに、かつ高レベ
ルで確保するため、部内で訓練や研修
を実施した。
部会や訓練を通して下水道BCP（地震
編）が適切な内容であることを確認し
た。

⑥下水道事業継続
計画（地震編）の
運用管理及び
訓練の実施

下水道部全課
訓練と見直し

実施

下水道事業継続計画（地震
編）の運用管理及び訓練の
実施

「町田市下水道事業継続計画（地
震編）」を策定し、下水道BCM部
会で運用管理するとともに、各年
度2回の訓練を実施する。今後も
地震対策の推進により一層寄与で
きるよう、定期的に訓練を行い、
計画の実効性を高める。

「マンホールトイレ整備事業計画
書」に基づき、災害時における避
難施設のトイレ機能確保のため、
2025年度末までに町田市地域
防災計画で定めた71箇所すべて
の避難施設にそれぞれ10基を整
備する。2020年度末で43施設
の整備が完了している。

避難施設へのマンホール
トイレの整備

整備済み避難施
設数 71施設

（2025年度末）

下水道整備課

⑤避難施設への
マンホールトイレの

整備

△

雨水管の形状や特性を踏まえ、調査項
目を追加する必要が生じたことから、
事業に係る期間や費用の見直しが必要
となり、当初予定していた診断延長に
は達していない。

④雨水管の耐震化 下水道整備課

雨水管の重要な
幹線等の耐震化

率100%
雨水管の耐震化

緊急輸送路などに布設され、か
つ、液状化の可能性が高い雨水管
の耐震化を実施する。

雨水管耐震化に必要な調査項目や事業
費を確実に把握しつつ、調査を迅速に
完了させる必要がある。
また、災害発生時の想定影響範囲や上
位計画見直しの最新情報を把握しつ
つ、耐震化が必要な路線や箇所を正確
に抽出し、工事完了に向け取組んでい
く必要がある。

今後、関係部署においてマンホールトイ
レを整備する際は、設計等への協力を
行うとともに、整備状況の把握を継続
的に行う必要がある。

訓練のやり方や新たな訓練メニューを
検討し底上げの必要がある。

詳細点検に基づいて優先順位をつけ
て、計画的に修繕を進めていく。

当初の想定よりも管渠の状態が健全で
あったことから、2024年度策定予定
の「町田市下水道管路施設資産管理第
3期基本計画」では、修繕・改築の事業
費を見直し、点検の早期実施が可能と
なるように検討を行う。

―

調査の結果、耐震化すべき人孔が半数
以上あることが判明しつつあるため、
調査の早期完了と、工事の優先順位付
けが課題である。

マンホールトイレ未整備の避難施設の
うち、小中学校は建替えにあわせた教
育委員会による整備、都立高校は建替
え時のマンホールトイレ整備又は防災
課が配備する仮設トイレ及び簡易トイレ
で対応する予定である。このため、マン
ホールトイレ未整備の避難施設につい
ては、今後整備を担当する各部署にお
ける対応状況の把握が課題である。

職員一人ひとりの下水道BCP（地震
編）に対する習熟度レベルは一定程度
深まってきているが、訓練を行うことで
計画の実効性を高めることが必要であ
る。

継続的に詳細点検を行うことで、必要
な修繕を行い施設運営に支障を来たす
不具合を防止する必要がある。

管渠の総延長は１，６７５ｋｍであり、現
在の計画である年平均５４ｋｍで点検・
調査を実施した場合、すべての管渠の
点検・調査を完了するまでに30年以上
を要する。

―
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【資料３】

基本
方針

目的
経営戦略事業

（小施策）
担当課 目 標 事業 取組み内容 2021年度 2022年度 2023年度

3ヵ年の
進捗状況

3ヵ年の状況や評価 今後の課題
課題の解決に向けて

今後取り組むべきこと、必要なこと

3ヵ年の進捗状況
◎・・・計画以上に進んでいる
〇・・・計画どおり
△・・・遅れている

「未来につなぐ下水道事業プラン」（町田市下水道事業経営戦略）3ヵ年の進捗状況と評価結果を踏まえた今後の課題

目標
調査地域

1地域
調査地域
2地域

調査地域
2地域

実績
調査地域

1地域
調査地域
2箇所

調査地域
2箇所

目標

成瀬クリーンセンター
工事完了件数：3件
繰越事業1件含む

成瀬クリーンセンター
工事完了件数：1件

（繰越事業）

鶴見川クリーンセンター
工事完了件数：3件

成瀬クリーンセンター
工事完了件数：2件

鶴見川クリーンセンター
工事完了件数：3件

（繰越事業）

実績
成瀬クリーンセンター
工事完了件数：２件

成瀬クリーンセンター
工事完了件数：1件

（繰越事業）

鶴見川クリーンセンター
工事完了件数：0件

成瀬クリーンセンター
工事完了件数：2件

鶴見川クリーンセンター
工事完了件数：3件

（繰越事業）

目標

詳細調査実施
汚水　Ｌ=11ｋｍ
雨水　Ｌ=17ｋｍ

詳細設計実施
汚水　Ｌ=2.5ｋｍ

改築工事実施
汚水　Ｌ=2.5ｋｍ
雨水　Ｌ=0.1ｋｍ

実績

詳細調査実施
汚水　Ｌ=12ｋｍ
雨水　Ｌ=16ｋｍ

詳細設計実施
汚水　Ｌ=2.5ｋｍ
雨水　Ｌ=0.1ｋｍ

改築工事実施
汚水　Ｌ=2.4ｋｍ
雨水　Ｌ=0.1ｋｍ

「町田市ストックマネジメント計画」に基
づき、予定どおり進捗している。

〇②管渠の改築更新

「町田市ストック
マネジメント計
画」に基づく改
築更新の実施

下水道整備課 管渠の改築更新

「町田市ストックマネジメント計画」
に基づき、2030年度までに、汚
水管（改築工事：42km）、雨水管
（改築工事：14km）の計画的な改
築更新を実施する。

計画どおりに浸入水調査が順調に進捗
している。
詳細調査により、宅内の雨どいの誤接
続が、２０２１年度は１件、２０２２年度は
２件判明した。判明した誤接続箇所は市
民の協力により解消している。また、調
査により汚水管の老朽化による浸入水
が多いと判断された鶴川処理分区にお
いては、下水道整備課により改築工事
を実施している。

〇

成瀬クリーンセンター5件、鶴見川ク
リーンセンター3件の改築更新を実施し
た。

〇
①下水処理場・ポン

プ場の改築更新
水再生センター

下水処理場・ポンプ場の改
築更新

「町田市ストックマネジメント計画」
に基づき、2030年度までに、成
瀬クリーンセンター、鶴見川クリー
ンセンター・鶴川ポンプ場の改築
更新を実施する。

国土交通省の「雨天時浸入水対策
ガイドライン（案）」に基づき、侵入
水が多い地域を特定するため、鶴
川処理区、町田処理区を調査し、
その結果から更に地区を絞り込
み、TVカメラ、送煙、目視などの
詳細調査により不良箇所を特定し
改善します。

汚水管への浸入水対策の
実施

調査地域19地域下水道部全課
③汚水管への
浸入水対策

(2)

計
画
的
な
改
築
更
新

今後、耐用年数を経過した管渠が増加
することから、計画的かつ効率的に改
築更新を進めることが課題である。

浸入水の浸入箇所を効率的かつ効果的
に特定するため、調査機器の見直しやＡ
Ｉを用いた調査方法など、新しい調査技
術の採用を積極的に検討する。

重要度や劣化状況を踏まえた適切な更
新実施時期を考慮し策定した、町田市
ストックマネジメント計画(第Ⅱ期）に基
づき、改築更新工事を円滑に実施す
る。

浸入水の浸入箇所は広域にわたり多数
存在するため、より効果的かつ効率的
に浸入水の浸入箇所を特定する方法が
求められる。

改築更新事業は、処理場の運転に支障
がないように工事を行う必要がある。
また、老朽化している施設が多いため、
優先順位を決め、費用の平準化に努め
ながら改築更新工事を実施する必要が
ある。

詳細調査の結果を基に、老朽化が顕著
な管渠を抽出することで優先順位をつ
け、効果的に事業を進める必要がある。

3

経
営
の
効
率
化
及
び
健
全
化
・
よ
り
良
い
下
水
道
サ
｜
ビ
ス
の
導
入

(1)

効
率
的
・
効
果
的
な
維
持
管
理
の
推
進

5 


